
地 震 ・ 防 災 セ ミ ナ ー 

－ 地 震 を 知 り 、 地 域 防 災 力 を 高 め よ う － 

講 演 資 料 

 

◆開催日  平成 １８ 年 １０ 月 ２４ 日（火） 

 

◆会 場  長崎県チトセピアホール 

 

◆主 催  文部科学省／長崎県 

 

 

  12:30 開 場 

 

  13:00～13:10 開会の挨拶 

 

13:10～13:40 説 明「全国を概観した地震動予測地図について」 ……………………  3 

     文部科学省研究開発局地震・防災研究課 

 

13:40～14:30 講 演「地震・津波災害の危機管理」 …………………………………… 13 

     講師：河田 惠昭 京都大学防災研究所長・教授 

人と防災未来センター センター長 

 

14:40～14:50 質疑応答 

 

14:50～15:00 休 憩 

 

15:00～16:00  講 演「活断層調査の成果を地域防災に生かす」 ……………………… 25 

     講師：後藤惠之輔 長崎大学大学院生産科学研究科教授 

 

16:00～16:10 質疑応答 

 

  16:10 閉 会 

 

※手話通訳・要約筆記がつきます。 
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 長崎大学大学院生産科学研究科 教授 

（システム科学専攻） 

 

〒852-8521 長崎市文教町１－１４ 

TEL：095-819-2609 

FAX：095-848-3624 

e-mail:gotoh@civil.nagasaki–u.ac.jp 

 

経歴：1970年  3月 九州大学大学院工学研究科博士課程修了 

   1970年  4月 九州大学工学部助手 

   1972年 12月 九州大学工学部講師 

   1975年  5月 九州大学工学部助教授 

   1982年 12月  長崎大学工学部助教授 

   1987年  5月 長崎大学工学部教授 

   1988年  4月 長崎大学大学院海洋生産科学研究科教授（併任） 

   2000年  4月 長崎大学大学院生産科学研究科教授 

 

専門分野：リモートセンシング、地盤工学、都市計画、防災工学、環境工学、廃棄物工学、 

     福祉工学 

 

現在の主な研究テーマ：人・自然にやさしい“まちづくり”、斜面地の交通問題、地下空間

の利用研究、リモートセンシングの土木・環境・防災・農林水産・

考古学など各種分野への応用、火山灰・空き缶・石灰など自然・生

活・産業廃棄物の有効利用、高齢者の交通問題、地震・火山・台風

など自然災害の予知と防災、人工衛星による地球環境問題監視、地

域の土木史研究、災害民話の研究、地盤汚染・地下水汚染、大村湾

架橋、ビオトープ（自然環境の復元と創造）、人にやさしい路面電

車の研究、etc 

 

所属学会・協会：土木学会、地盤工学会、日本リモートセンシング学会、日本写真測量学     

会、日本自然災害学会、地すべり学会、九州橋梁構造工学研究会、長崎地

盤研究会、etc 

 

長崎県雲仙活断層群調査委員会 委員長（平成１４～１６年度） 
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京都大学防災研究所長・教授 

人と防災未来センター センター長 

 

河 田  惠 昭 
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活断層調査の成果を地域防災に生かす 
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活断層調査の成果を地域防災に生かす 
長崎大学大学院教授（工学部教授） 後藤恵之輔 

 
 
１． 地震・津波の特徴等 
 大規模な被害を伴う地震・津波に遭遇するのは、人間の一生の中で１回体験するかしないかの出

来事ですが、その遭遇は明日かも知れません。そのためには、自分が住んでいるところで過去どん

な地震・津波災害があったのか、歴史記録や災害伝承を知っておくことが大切です。長崎県には「島

原大変、肥後迷惑」の俚諺、「田結の里」の昔話などが残っています。 
また、全国すべての活断層が調査、確認されているわけではありません。わが国は複数のプレー

ト境界付近に位置しているため、九州、長崎県でも地震が起こらないというわけではなく、私たち

の身近でも地震は起こるものと考えて平素からの備えを行うことが必要です。 

２． 長崎県の地形的特性等 
長崎県には雲仙など火山の存在があり、風光明媚な景観、温泉などの恩恵を与えてくれています

が、その火山の噴火とともに雲仙のある島原半島には活断層があって、それらによる災害の可能性

が知られています。『大地』を書いた、米国初のノーベル文学賞受賞者のパール・バックは、風光明

媚な小浜や雲仙に魅せられる一方、そこに滞在中「島原大変、肥後迷惑」を聞いて名著『大津波』

を執筆しました（映画化もされています）。 
 長崎県は地震・津波による被害を増幅する要因が大きいことに注意しなければなりません。斜面

市街地の多さ、離島・半島を多く抱えること、そして地すべり地帯の存在です。斜面市街地と地震

被害との関係は、平成 17 年 3 月の福岡県西方沖地震の際の玄界島に見ることができ、地すべり地

帯で地震が起きたときの悲惨さは、平成16年10月の新潟県中越地震における山古志村を思い出さ

れるとよいでしょう。離島・半島の多さについては、湾や入り江近くに市街地や集落が形成されて

いるので、このことが津波災害につながるわけです。 
３． 雲仙活断層群調査の概要 
 雲仙活断層群は、島原半島及びその周辺の海域に分布する多くの断層群からなり、「雲仙地溝」と

呼ばれる東西方向の陥没構造を形成しています。長崎県では平成14年度から16年度にかけて、以

下のことを明確にして、本県の地震防災に関する基礎資料を得ることを目的として、雲仙活断層群

の調査を行いました。（１）地震の発生場所を特定する（活断層の位置を調査）、（２）地震の規模を

推定する（活断層の長さ、活動範囲、１回の変位を調査）、（３）将来の活動時期を予測する（活動

周期と最新の活動時期、長期間の変位速度等を調査）。 
 調査の結果、島原半島とその東側の島原湾及び西側の橘湾に多くの活断層が分布していることが

確認され、各断層の特徴や活動性に関する情報がかなり明らかになりました。雲仙活断層群は大き

く３つの断層帯に分けられ、それらは一度に活動する可能性があって、その場合にはマグニチュー

ド7.1～7.3規模の地震が発生する可能性があります。一方、一部の断層だけが活動する可能性もあ

り、その場合は地震の規模は小さくなりますが、より頻繁に活動する可能性があります。また、雲

仙活断層群は海にも分布しているので、海底で地震が起こったときには、高さ１ｍ程度の津波が、

数分で周辺の海岸に達する可能性があります。したがって、雲仙活断層群の近くでは、地震の揺れ

や津波について備えておく必要があります。 
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４． 長崎県地震等防災アセスメント調査結果の概要 
 本調査は、長崎県地震発生想定検討委員会（平成 17 年 4 月設置）及び長崎県地震等防災アセス

メント調査委員会（同年9月設置）の検討結果に基づいて、長崎県内における地震等による災害危

険性を科学的、総合的に評価し、地震等防災対策上の基礎資料として、長崎県地域防災計画に反映

することを目的に実施されたものです。もちろん、３．で述べた雲仙活断層群調査の結果も、震源

活断層を想定する上で生かされていることはいうまでもありません。 
 震源として想定した活断層は、県内では雲仙地溝北縁断層帯（M7.3）、同南縁東部断層帯（M7.0）、
同南縁西部断層帯（M7.2）、島原沖断層群（M6.8）、橘湾西部断層帯（M6.9）、大村－諫早北西付

近断層帯（M7.1）など、県外では布田川・日奈久断層帯（熊本県M8.0）、警固断層系（福岡県M7.2）
です。これら想定活断層による震度予測、各市町中心部直下の震源を想定した震度予測などのもと

に、被害予測を液状化危険度、斜面崩壊等被害、建物被害、火災被害、人的被害、ライフライン被

害、交通施設被害、及び津波被害について、行っています。 

５． 長崎県各地における地域別災害と対策 
 長崎県内の各地で地震・津波が起こったとき、防災対策が必要とされる災害を地域別にあげると

つぎのようです。 
●斜面市街地（長崎市、佐世保市など）：がけ崩れ、火災の発生、建物損壊、上方の崩壊が下方へ

波及、道路の寸断 
●山間地（西彼杵半島、東彼杵半島、島原半島など）：集落の孤立、斜面崩壊 
●地すべり地帯（北松浦半島、野母半島など）：地震が地すべりを誘発 

 ●離島・半島（五島、対馬、壱岐、島原半島など）：湾、入り江における津波の発生 
 ●沿岸部（長崎港、佐世保港、橘湾沿岸など）：液状化、海からの支援・救援の妨げ、津波 
●通学路、避難路（県内全域）：コンクリートブロック塀の倒壊 など 

 これら各地域におけるさまざまな地震・津波災害の対策には、住民一人ひとりの防災意識もさる

ことながら、コミュニティ（地域共同社会）を始めとする「地域防災力」がとくに求められます。 

６． 地域防災力を高めるには 
 地域の地震・津波に対する防災力を高めるには、コミュニティの存在、自治会や女性の役割、国

から地域までの連携が大切です。 
コミュニティの再生・形成は、隣人同士の助け合いにつながり、災害弱者への配慮が生まれてき

ます。このいわゆる「地域力」は、福岡県西方沖地震の際の玄界島において、お年寄りを含んでひ

とりの死傷者も出さなかったことに代表されます。自治会の役割は、たとえば地震災害ではありま

せんが、平成9年7月の長崎市北陽町がけ崩れ災害において自治会メンバーによるがけ崩れ前兆の

発見と、がけ崩れ注意を呼びかける自治会長の肉筆の回覧板が非常に役立ったこと、に象徴されま

す。婦人防火クラブなど女性の役割も大切で、昼間家庭にいるのは主婦であり、子供やお年寄りな

どを地震・津波災害から守る「主婦力」は、その発揮が強く求められます。 
国をはじめ自治体、民間企業、地域の間の連携も重要です。国と自治体の連携は以前から図られ

ていますが、さらに加えて民間企業、地域も地域防災の連携に加わらなければなりません。これら

の連携が防災に力を発揮した例として、上記の北陽町がけ崩れ災害において、自治会・市役所・警

察の三位一体となっての地域住民への避難説得が、ひとりの死傷者も出さなかった事例があげられ

ます。 
しかし、何と言っても地域防災力の発揮に第一義的に大事なことは、住民一人ひとりの日ごろの

防災・減災への関心と注意（防災意識）、身の回りの点検や管理です。たとえば私の調査では、起震

機を使っての「擬似地震体験」はいざ地震にあったときの落ち着いての行動に役立つようです。 

- 28 -



- 29 -



- 30 -



- 31 -



- 32 -



- 33 -



- 34 -



- 35 -



- 36 -



- 37 -



- 38 -



- 39 -



- 40 -



MEMO



MEMO



MEMO



MEMO


	河田プロフィール-1.pdf
	長崎大学大学院・後藤教授プロフィール.pdf
	長崎文科省103p.pdf
	長崎河田102p.pdf
	長崎後半
	メモ
	Sheet1

	メモ
	Sheet1

	メモ
	Sheet1

	メモ
	Sheet1



	Text1: 講  師  紹  介


